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平成２２年度厚生労働省税制改正要望事項

新規要望事項等
◎ 子ども手当の創設・・・・・・・・・・・・・・・・・・１項目
○ ひとり親家庭への支援策の充実・・・・・・・・・・・・１項目
◎ 求職者支援など雇用のセーフティネットの拡大・・・・・２項目
◎ たばこ対策としてのたばこ税の税率の引上げ等・・・・・２項目

その他の要望事項
◎ 地域医療の再生に向けて・・・・・・・・・・・・・・１２項目（うち他省庁まとめ６項目）
○ 安心・活力の実現に向けた雇用対策の推進・・・・・・・１項目
○ 健康で暮らせる社会の実現に向けて・・・・・・・・・・３項目（うち他省庁まとめ２項目）
◎ 高齢者等が生き生きと安心して暮らせる社会の実現・・・４項目（うち他省庁まとめ２項目）
○ 安心して働ける社会の実現・・・・・・・・・・・・・・２項目（うち他省庁まとめ１項目）
○ 各種施策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６項目（うち他省庁まとめ３項目）

（◎は今回説明する事項）

合計 ３４項目
厚生労働省取りまとめ要望 ２０項目
他省庁取りまとめ要望 １４項目

平成２２年度厚生労働省税制改正要望の全体像
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子ども手当について、非課税とするとともに、子ども手当を受ける権利の差押を禁止する

要望内容

①子ども手当に課税した場合、次代を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援するという子ども手当
の趣旨や子ども手当による子育ての経済的負担の軽減効果が損なわれるため。
②児童手当等においても非課税措置や差押禁止措置が講じられているため。

概算要求額： ２３，３４５億円（一般会計）
うち給付費：２２，５５４億円
事務費： ７９１億円

中学校修了までの子ども１人当たり月額1万3000円の子ども手当を支給する（10月/12月分を計上）

（参考）子ども手当に係る平成２２年度予算概算要求について

要望理由

子ども手当に係る非課税及び差押禁止措置の創設（所得税、個人住民税等）
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たばこ対策としてのたばこ税の税率の引上げ（たばこ税・地方たばこ税）

喫煙率の減尐のために、たばこ税及び地方たばこ税の税率を引き上げる

要望内容

たばこの価格政策を行う背景

○締約国は、価格及び課税に関する措置がたばこの消費を減尐させるための効果的及び

重要な手段と認識し、価格政策を実施すること。（第6条）

日本：平成16年6月批准、平成17年2月発効。（締約国数：167カ国（平成21年10月現在）。）

○健康増進法第7条に基づく、目標期間、目標数値を有する具体的な計画。

○健康日本２１では、健康寿命の延伸等を実現するため、国民が一体となった健康づくり運

動を推進し、社会全体の健康づくりに関する意識に向上及び取組を促す。

【たばこ対策】未成年者の喫煙をなくす、受動喫煙の防止等の他に「喫煙をやめたい人がや

める」という目標項目を設定した。

○平成18年に成立したがん対策基本法に基づき、平成19年度に策定。

【たばこ対策】健康影響に関する知識の普及、未成年者の喫煙率を0％にするなど、がん予

防のための重要な柱の1つとして取り組んでいる。

「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」

健康日本２１（運動期間：2000～2012）

がん対策基本計画

５００円 男性喫煙率 ３３．４～２７．１％
６００円 男性喫煙率 ３１．１～２５．３％

出典：厚生労働科学研究「各種禁煙対策の経済影響の研究」

設定価格における男性喫煙率推計

■男性喫煙者の肺がんによる死亡率は、男性非喫煙者に比べて約４．５倍高い

■慢性閉塞性肺疾患（COPD）のほとんどの要因が喫煙となっている（８０％～９０％）

■４０歳時点のたばこを吸っている男性の平均余命は、たばこを吸わない男性より、
３．５年短い

日本 ドイツ イタリア フランス イギリス アメリカ カナダ オーストラリア

男
性

39.9% 37.3% 31.3% 30.0% 27.0% 24.1% 22.0% 18.6%

総
数

23.8% 32.5% 24.0% 25.4% 26.0% 21.6% 20.0% 17.4%

喫

煙

率

国名

主要国の喫煙率

■たばこ規制枠組条約（FCTC）第６条において、たばこの需
要を減尐させるための価格及び課税に関する措置を実施す
ることが求められている

出典；ＪＴホームページ
http://www.jti.co.jp/JTI/tobaccozei/graph_shikumi.html

日本 ドイツ イタリア フランス イギリス アメリカ
（ニューヨーク市）

カナダ オーストラリア

300 466 441 556 843 705 653 601

国名

価格

主要国のたばこ価格（円） ※１ドル=90円で換算（参考）

喫煙の健康への悪影響は明らかであるが、いまだ日本の喫煙率は高い。

１箱（２０本入り）300円

国たばこ税
71.04円（23.7％）

地方たばこ税
87.44円（29.1％）

たばこ特別税
16.40円（5.5％）

消費税
14.29円（4.8％）

たばこの税負担合計
１８９.１７円（６３.１％）

出典：たばこアトラス第2版（2006）
日本は平成18年国民健康・栄養調査

出典：たばこアトラス第２版（2006）
アメリカは州・市・小売店ごとに価格が異なる。ＮＹの価格・税率を参議院ＨＰ「たばこ税の現状と課題」より計算。
日本は財務省ＨＰより引用

主要国の平均価格（約６００円） 3



医療関係税制
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医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設【相続税、贈与税】

○周産期医療の連携体制を担う医療機関が分娩の用に供する不動産（分娩室、陣痛室、ＮＩＣＵ等）を取得し
た場合に、不動産の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する不動産取得税の特例措置について
適用期限を２年間延長。

○医療崩壊を食い止め、公共性の高い医療サービスをすべての国民に提供するためには、地域医療を支
える医療機関が、安定して医業を行える環境整備が必要。

○このため、社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置、医療法人の社会保険診療報酬以外に対する
軽減措置を存続。

○持分のある医療法人については、出資者の死亡に伴う相続税により、医業継続が困難となるおそれ。

○持分のある医療法人が、地域医療を継続しつつ、持分なし医療法人へ円滑に移行できるよう、
・ 出資者の死亡に伴い相続人に発生する相続税の納税を３年間猶予するとともに、
・ ３年以内に持分なし医療法人に移行した場合は、猶予税額を免除する
等の特例措置を創設。

持分のある医療法人 ３年以内

移行した場合・・・猶予税額を免除
移行しなかった場合・・・猶予税額及び利子税を納付相続税の納税を猶予

出資者の死亡に伴う相続税

医業継続が困難

持分なし医療法人

周産期医療の連携体制を担う医療機関が取得する分娩施設に係る特例措置の延長 【不動産取得税】

社会保険診療報酬等に係る特例措置 【事業税】

医業の継続に支障をきたすことなく、持分なし医療法人へ円滑に移行し、地域住民に医療を安定的に提供

出資持分を放棄しており、税
負担の軽減が相続人の受
益につながるものではない。



確定拠出年金制度の見直しに伴う税制上の措置の創設等（所得税、法人税等）

国民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援するため、確定拠出年金において企業型
確定拠出年金における個人拠出（マッチング拠出）の導入に係る掛金の所得控除の適用、中途引き出し要
件の緩和、資格喪失年齢の引上げを要望する。

要望内容

１．企業型確定拠出年金における個人拠出（マッチング拠出）の導入に係る掛
金の所得控除の適用

企業型の確定拠出年金における事業主の掛金拠出に加えて、

加入者の掛金拠出を可能とする。

（拠出限度額の枠内かつ事業主の掛金を超えない範囲で可能とする。）

※拠出限度額については、平成２２年１月から、５．１万円

（他の企業年金あり：２．５５万円）へ引上げ。

２．中途引き出し要件の緩和

個人型年金加入者となれる者であっても、実質的に個人型年金加入者となれない者と同

等とみなせる者（2年以上掛金拠出せず、資産額が25万円以下の者）について、脱退一時
金を支給することを可能とする。

３．資格喪失年齢の引上げ
現在６０歳まで加入資格を認めているところ、規約で

定めることにより６０歳から６５歳までの間の一定年齢
まで加入を可能とする。
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民主党マニフェストにおいて、職業訓練期間中に、月額10万円の手当を支給する「求職者支援制度」を
創設する旨記載されている（「連立政権樹立に当たっての政策合意」（2009年９月９日）においても同旨。）
ことを踏まえ、平成23年度の制度創設に向けて、法的な措置も含めて労働政策審議会において検討し、こ
の検討結果を踏まえて非課税措置を講じる。

要望内容

職業訓練期間中に、月額10万円の手当（能力開発手
当）を支給する「求職者支援制度」を創設する。
※工程表では平成23年度に創設

○ 職業訓練期間中に手当を支給する「求職者
支援制度」を創設する。

民主党マニフェスト 「連立政権樹立に当たっての政策合意」

上記の内容を踏まえ、「求職者支援制度」について検討を進める。

○ 労使及び各党の提案を踏まえ、新たな雇用のセーフティネットとして、「緊急人材育成・就職支援基金」
（一般会計）を創設。（平成21年度補正予算で措置（平成22年度末まで継続））

○ 雇用保険を受給できない方を対象として、職業訓練と「訓練・生活支援給付」を実施
（給付は月10万円（扶養親族のある方は12万円）、必要な方に貸付も実施（月8万円を上限））

これまでの施策等

「求職者支援制度」に係る非課税及び差押禁止措置の創設（所得税、個人住民税等）

6



人的控除の見直し
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マニフェストにも記載されている、

①老年者控除の復活

②公的年金等控除の拡大

③配偶者控除の廃止

④扶養控除の廃止

など控除制度については、税制全体の在り方を含め、税

制調査会でさらなる議論が必要。


